
「国民の生活・生命を守る」生団連活動の最新情報をお届けします
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6月23日、国民生活産業・消費者団体連合会（生団連）は、厚生労働省雇用環境・均等局の田中佐智子局⾧を
訪問し、第六次男女共同参画基本法における「男性育児休業取得推進」に向けた提言書を手交しました。

近年、男性の育休取得率は上昇している一方で、家庭内における育児・家事負担の負担は依然として女性に偏っており、
男性の家庭参画をさらに進めることが重要な課題となっています。その実現には、男性が育児休業を取得しやすい環境の
整備が欠かせません。

こうした課題を踏まえ、生団連は、2年間にわたり会員企業・団体のDEI担当者ら延べ55社・団体127名による討議を
実施しました。その結果、“男性の育休取得を当たり前化”するには、本人の意識改革にとどまらず、「上司・職場の巻き
込み」「人事制度によるバックアップ」「顧客や業界を巻き込んだ商習慣の変革」を同時に推進することが不可欠であること
が導き出されました。

提言では、『男性育児休業1か月取得の当たり前化』を目指し、制度、商習慣、社会全体の意識改革の側面から５つの
提案を行っています。

厚生労働省へ「男性育児休業取得推進」に向けた提言書を手交しました

1. 国による踏み込んだ指針の表明
（「取得日数」可視化・「選択的週休三日制」推奨強化等）

2. 制度・手続きの徹底した簡素化とデジタル化（「ワンクリック申請」の実現）

3. 政府広報による心理的後押し（マス媒体を使った広報啓発）

4. 商習慣・業界慣行等構造的な阻害要因への対応
（監督官庁・業界団体をまたいだ協働支援）

5. 意識改革支援の拡充
（育児経験の少ない世代の「体験機会」・新米パパの「家事習得支援」等）

1. 国による踏み込んだ指針の表明
（「取得日数」可視化・「選択的週休三日制」推奨強化等）

2. 制度・手続きの徹底した簡素化とデジタル化（「ワンクリック申請」の実現）

3. 政府広報による心理的後押し（マス媒体を使った広報啓発）

4. 商習慣・業界慣行等構造的な阻害要因への対応
（監督官庁・業界団体をまたいだ協働支援）

5. 意識改革支援の拡充
（育児経験の少ない世代の「体験機会」・新米パパの「家事習得支援」等）

提言概要

ニュースレター
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▲手交時の様子
左）ジェンダー主流化委員会

松山一雄座⾧
（アサヒビール株式会社代表取締役社⾧）

右）厚生労働省 雇用環境・均等局
田中佐智子局⾧

提言書を手交した田中局⾧からは「育児休業の取得率を向上させることに加え、本人が希望する期間取得できるようにする
ことも重要であり、『共働き・共育てプロジェクト(https://tomoiku.mhlw.go.jp/）』を通じた夫婦の分担見直しツールの
活用や復職後の環境整備についても推進したい」との発言をいただきました。


